
・ 同一周波数帯の上下方向が逆転 （日本：下り方向、隣国：上り方向あるいはその逆の関係）
⇒ 日本の基地局送信帯域が、隣国の基地局受信帯域と重複（あるいはその逆の関係）

・ 季節的なダクト伝搬（4月～10月）により、日本（九州等）の多数の基地局送信波が、隣国の南東海岸部の
基地局で受信された
⇒ 隣国の基地局受信において、十分なD/U比が確保できず、干渉が発生

日本：下り方向
基地局送信⇒端末受信

隣国：上り方向
端末送信⇒基地局受信

季節的（4月ー10月）な
ダクト伝搬が発生

基地局受信において、十分なD/U
比が確保出来ず、干渉が発生

複数の基地
局送信波

干渉波

希望波

ＮＴＴドコモ及びＫＤＤＩグループにおいて過去に干渉発生例あり。

（ＫＤＤＩグループの例）

①日本基地局送信(810-885MHz)⇒韓国基地局受信(806-849MHz)

②韓国基地局送信(851-894MHz)⇒日本基地局受信(885-958MHz)

※1．九州地域にて発生。対象方式は、日本側：PDC・CDMA、韓国側：CDMA

※2．2001年12月に政府間合意。該当周波数帯の使用停止により干渉回避

隣国との干渉可能性

２ 過去に発生した隣国との干渉発生事例

１ 干渉発生のメカニズム
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3G/3.9G↑ 3G/3.9G↓日本

770730

韓国 ↓Reserved ↑ ↑ ↓ ↑ ↓

890 903 915 950860815 845

746 766 776 796 824 849 869

894

905 915 950 960

① ②

番号 与干渉 被干渉

① 韓国 746～766MHz ↓ 日本746～766MHz ↑

② 韓国 890～894MHz ↓ 日本 890～894MHz↑

・ 韓国では下図のような周波数アレンジメントが想定されている（正式に決定した事実はない）。その場合、
700MH帯及び900MHz帯の一部で重なる可能性のある次の組合せについて、干渉回避のための方策を
検討する必要があると考えられる。

・干渉を回避するためには、周波数アレンジメントについて日韓間で情報交換を行うことが重要。

３ 隣国との干渉検討パターン
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・上記周波数配置図に基づく干渉発生可能性がある周波数組み合わせは下表のとおりと考えられる。
上図の仮定では、日本が韓国へ干渉を与えることはない。
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